
２０２２年２月

個人情報の保護に関する法律の一部を改正する法律等
の施行に伴うＤＢへの影響について

必須ご対応
事項（※）

あり なし

No.2021-7

※事業主及び企業年金基金にてご対応いただく必要がある
題材が含まれている場合に「あり」と表示しています。

※当資料での略号
・確定給付企業年金＝ＤＢ、規約型企業年金＝規約型ＤＢ、基金型企業年金＝基金型ＤＢ

区分 DB DC PBO その他

内容 法令等 制度 運用 その他

（基金型企業年金のみ対応が必要です。規約型企業年金については対応不要です。）
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個人情報保護法の改正ポイント

令和２年６月１２日に「個人情報保護に関する法律（以下「個人情報保護法」）等の一部を改正する法律」
（注１）が公布され、「個人情報保護法」の定期的な見直し（以下「令和２年改正」）とともに、令和３年５月１９
日に公布された 「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（以下「デジタル社会形成整備
法」） 」 （注２）により、国や地方公共団体、独立行政法人や学術研究関係等も含め、民間団体と共通のルールに
１本化する「個人情報保護法」の改正（以下「令和３年改正」）が行われました。

令和４年４月１日から施行される改正（注３）に伴い、基金型ＤＢで制定している「個人情報保護管理規程」およ
び「特定個人情報取扱規程」の変更が必要となります。

（注１）法律 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200612_houritsu.pdf
政令 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/210324_sekoureisinnkyu.pdf
規則 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/210324_sekoukisoku.pdf

（注２）法律 https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210901_laws_r3_37_article.pdf
政令 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211029_sekourei.pdf
規則 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211116_sekoukisoku.pdf

（注３）政令 https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211029_sekoukijitsu.pdf
「デジタル社会形成整備法」第51条による改正に係る部分（地方関係）の施行期日は、公布の日から起算して２年を超えない
範囲内で別途定めることとされています。なお、次項「オ．ペナルティ」は令和２年１２月１２日に施行されました。

◆令和２年改正◆
・平成２７年改正に設けられた附則第１２条に基づく、３年ごとの定期的な見直し
・個人情報保護委員会において、関係団体・有識者ヒアリングを等をもとに、実態把握・論点整理等を実施

◆令和３年改正◆
・「個人情報保護法」「行政機関個人情報保護法」「独立行政法人等個人情報保護法」を１本化
・個人情報の定義等を国・民間・地方で統一し、全体の所管を個人情報保護委員会に一元化

（改正の主な趣旨等）

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200612_houritsu.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/210324_sekoureisinnkyu.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/210324_sekoukisoku.pdf
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20210901_laws_r3_37_article.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211029_sekourei.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211116_sekoukisoku.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/211029_sekoukijitsu.pdf
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個人情報保護法の改正ポイント

（「令和２年改正」の主な概要）

分類 概要

ア．個人の権利

➀利用停止・消去等の個人の請求権
個人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場合にも利用
停止等ができるよう要件緩和

②保有個人データの開示方法（注４） 電磁的記録の提供を含め、本人が指示できるように改正

③第三者提供記録 本人が開示請求できるように改正

④短期保存データ（注５） 開示、利用停止等の対象に追加

⑤オプトアウト規定（注６）
「不正取得された個人データ」と「オプトアウト規定により提供された個
人データ」を第三者提供不可に改正

イ．事業者の守るべき責
務

情報漏洩発生時
漏洩等で個人の権利利益を害するおそれがある場合（注７）に委
員会への報告及び本人への通知を義務化

個人情報の利用 不適正な方法の場合は利用不可である旨を明確化

ウ．事業者による自主的
な取組を促す仕組み

認定団体制度（注８） 企業の特定分野（部門）を対象とする団体を認定可能に改正

エ．データ利活用に関する
施策

開示・利用停止請求への対応等
氏名等を削除した「仮名加工情報」を創設、内部分析に限定する
等を条件に義務緩和

オ．ペナルティ 法定刑・罰金刑（注９）
委員会による命令違反等の法定刑及び法人に対する罰金刑の最
高額の引上げ

カ．法の域外適用・越境
移転

日本国内の個人情報等を取り扱う外国事業者 罰則によって担保された報告徴収・命令の対象化

外国にある第三者への個人データの提供
移転先事業者における個人情報の取扱いに関する本人への情報提
供の充実等

（個人情報保護委員会ＨＰより抜粋）



3

個人情報保護法の改正ポイント

（「令和３年改正」の主な概要）

分類 概要

ア．適用対象
・地方公共団体の機関及び地方独立行政法人を対象とし、国と同じ規律を適用
・病院、診療所及び大学には、民間部門と同じ規律を適用
※エ～カに係る部分は除く

イ．定義の一元化 ・個人情報の定義について、国・民間部門と同じ規律を適用

ウ．個人情報の取扱い

・国と同じ規律を適用

エ．個人情報ファイル簿の作成・公表

オ．自己情報の開示、訂正及び利用停止の請求 ・開示等の請求権や要件、手続は主要な部分を法律で規定

カ．匿名加工情報の提供制度の導入 ・匿名加工情報の提供制度（定期的な提案募集）について、国と同じ規律を適用

キ．個人情報保護委員会と地方公共団体の関係

・個人情報保護委員会は、地方公共団体における個人情報の取扱い等に関し、国の行政
機関に対する監視に準じた措置を行う
・地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し、個人情報保護委員会に対し、必要な情報の
提供又は助言を求めることが可能

ク．施行期日等

・施行期日は、公布から２年以内の政令で定める日
・地方公共団体は、法律の施行に必要な条例を制定
・国は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、地方公共団体の準備等について必要な
助言（ガイドライン等）を行う

（個人情報保護委員会ＨＰより抜粋）

【地方公共団体の個人情報保護制度の在り方】



4

個人情報保護法の改正ポイント

（注４）現行は原則、書面の交付による方法
（注５）６ヶ月以内に消去するデータ
（注６) 本人の求めがあれば事後的に停止することを前提に、提供する個人データの項目等を公表等した上で、本人の同意なく第三

者に個人データを提供できる制度
（注７）一定数以上の個人データの漏えい、一定の類型に該当する場合に限定
（注８）現行、対象事業者のすべての分野（部門）が対象
（注９）法定刑・罰金刑

・命令違反 ：６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金 ⇒ １年以下の懲役又は１００万円以下の罰金
・虚偽報告等 ：３０万円以下の罰金 ⇒ ５０万円以下の罰金
・データベース等不正提供罪・命令違反：５０万円又は３０万円以下の罰金 ⇒ １億円以下の罰金（法人重科）

【ご参考】個人情報保護委員会ＨＰ

■「令和２年改正（概要）」
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200612_gaiyou.pdf

■「令和３年改正（概要）」
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seibihou_gaiyou.pdf

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/200612_gaiyou.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/seibihou_gaiyou.pdf
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【対応事項】（対象：基金型ＤＢ）

○ 「個人情報保護管理規程」および「特定個人情報取扱規程」の変更が必要です。

・ 次回代議員会で審議のうえ議決ください。

・ 理事長専決処分にて決定し、報告事項として代議員会で説明することも差し支えありません。

（※）規約型ＤＢでの対応は不要ですが、貴社での個人情報等の取扱いをご確認ください。

詳細

必須

法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」等の変更

【『個人情報保護管理規程』の主な変更点】（対象：基金型ＤＢ）

・「仮名加工情報」「個人関連情報（※）」の定義を追加（「匿名加工情報」の定義は移転）

・平成２８年個人情報保護委員会規則第３号に規定する個人の権利利益を害するおそれが大きいもの（個人データの
漏洩等）が生じた場合の「個人情報保護委員会への報告」義務化を追加

・違法又は不当な行為を助長、誘発する懸念がある方法での個人情報の利用の禁止規定を追加

・ホームページ掲載等による公表事項に、団体の「住所」「代表者名」、保有個人データの安全管理措置を追加

・違法により取得した個人データ等の第三者提供を行わない規定を追加

・開示請求可能な情報に「第三者提供記録」を、開示方法に原則本人が請求した方法を追加

・利用不要となった場合等に本人請求による保有個人データの「利用停止」や「第三者提供の停止」規定を追加

・個人情報を加工する「仮名加工情報」を作成しないこと、「個人関連情報」を第三者に提供しないこと追加

（※）「個人情報」「仮名加工情報」「匿名加工情報」のいずれにも該当しないもの

【『特定個人情報取扱規程』の主な変更点】（対象：基金型ＤＢ）

・平成２７年特定個人情報保護委員会規則第５号に規定する個人の権利利益を害するおそれの大きいもの（特定個
人情報の漏洩等）が生じた場合の「個人情報保護委員会への報告」「本人への通知」義務化を追加
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

変更後 変更前

（定義）
第２条 本規程において「個人情報」とは、法第２条第１項に規定する個人
情報をいう。

２ 本規程において「個人情報データベース等」とは、法第16条第１項に規
定する個人情報データベース等をいう。

３ 本規程において「個人データ」とは、法第16条第３項に規定する個人
データをいう。

４ 本規程において「保有個人データ」とは、法第16条第４項に規定する保
有個人データをいう。

５ 本規程において「本人」とは、法第２条第４項に規定する本人をいう。
６ 本規程において「従業者」とは、当企業年金にあって、直接又は間接に当
企業年金の指揮監督を受けて、当企業年金の業務に従事している者をい
う。

７ 本規程において「仮名加工情報」とは、法第２条第５項に規定する仮名
加工情報をいう。

８ 本規程において「匿名加工情報」とは、法第２条第６項に規定する匿名
加工情報をいう。

９ 本規程において「個人関連情報」とは、法第２条第７項に規定する個人
関連情報をいう。

（定義）
第２条本規程において「個人情報」とは、法第２条第１項に規定する個人
情報をいう。

２本規程において「個人情報データベース等」とは、法第２条第４項に規定
する個人情報データベース等をいう。

３本規程において「個人データ」とは、法第２条第６項に規定する個人データ
をいう。

４ 本規程において「保有個人データ」とは、法第２条第７項に規定する保有
個人データをいう。

５ 本規程において「本人」とは、法第２条第８項に規定する本人をいう。
６本規程において「従業者」とは、当企業年金にあって、直接又は間接に当
企業年金の指揮監督を受けて、当企業年金の業務に従事している者をい
う。

（新設）

（新設）

（新設）

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

変更後 変更前

（情報漏えい等事案への対応）
第13条 当企業年金は、個人データの漏えい等の事案が発覚した場合は、
次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。
一 当企業年金内部における個人データ管理責任者への報告及び被害の
拡大防止
二 事実関係の調査及び原因の究明
三 影響範囲の特定
四 再発防止策の検討及び実施
（削る）
五 地方厚生（支）局長への速やかな報告
（削る）
２ 当企業年金は、漏えい等その他の個人データの安全の確保に係る事態で
あって個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報の保護
に関する法律施行規則（平成28年個人情報保護委員会規則第３号。
以下「個人情報保護委員会規則」という。）で定めるものが生じたときは、
個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を個
人情報保護委員会に報告しなければならない。

３ 当企業年金は、前項に規定する場合には、本人に対し、個人情報保護
委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければな
らない。ただし、本人への通知が困難な場合であって、本人の権利利益を
保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

４ 当企業年金は、個人データの漏えい等の事案が発覚した場合（第２項
に規定する場合を除く。）は、影響を受ける可能性のある本人への連絡等
を行うよう努めるものとする。

５ 当企業年金は、個人データの漏えい等の事案が発覚した場合は、事実
関係及び再発防止策等について、速やかに公表するよう努めるものとする。

（情報漏えい等事案への対応）
第13条 当企業年金は、個人データの漏えい等の事案が発覚した場合は、
次に掲げる事項について必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（新設）

一 事実関係の調査及び原因の究明
二 影響範囲の特定
三 再発防止策の検討及び実施
四 影響を受ける可能性のある本人への連絡等
五 事実関係及び再発防止策等の公表
六 個人情報保護委員会への報告
（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

変更後 変更前

（不適正な利用の禁止）
第16条の２ 当企業年金は、違法又は不当な行為を助長し、又は誘発す
るおそれがある方法により個人情報を利用してはならない。

（公表等）
第19条 当企業年金は、個人情報を取り扱うにあたって、当企業年金のホー
ムページに掲載することにより（基金の窓口に備え付けることにより）、次に
掲げる事項を公表することとする。
一 当企業年金の名称及び住所並びに代表者の氏名
二 保有個人データの利用目的
三 加入者等からの保有個人データの利用目的の通知の求め、当該本人
を識別する保有個人データの開示、訂正、追加若しくは削除、利用の停
止若しくは消去又は第三者提供の停止（以下「開示等」という。）の請
求に応じる手続

四 保有個人データの安全管理のために講じた措置（本人の知り得る状態
（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置くことにより
当該保有個人データの安全管理に支障を及ぼすおそれがあるものを除
く。）

五 苦情又は相談の窓口
２ 前項第三号の開示等の請求を受け付ける方法は、●●（例：理事
長）が別に定める。

（新設）

（公表等）
第19条 当企業年金は、個人情報を取り扱うにあたって、当企業年金のホー
ムページに掲載することにより（基金の窓口に備え付けることにより）、次に
掲げる事項を公表することとする。
一 当企業年金の名称
二 保有個人データの利用目的
三 加入者等からの保有個人データの利用目的の通知の求め又は当該本
人を識別する保有個人データの開示、訂正、追加若しくは削除、利用の
停止若しくは消去若しくは第三者提供の停止（以下「開示等」という。）
の請求に応じる手続

（新設）

四 苦情又は相談の窓口
２ 前項第三号の開示等の請求を受け付ける方法は、●●（例：理事
長）が別に定める。

（個人情報保護管理規程）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01


9

詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

変更後 変更前

（第三者提供）
第22条 当企業年金は、第三者が次に掲げる事項を遵守することを了承し
た場合に限り、個人データ（特定個人情報を除く。以下この章において同
じ。）を当該第三者に提供することができる。
一 ～ 四（略）
五 当該個人データの漏えい等の事案が発覚した場合の当企業年金への
報告

２ ～ ３（略）
４ （中略）ただし、第三者に提供される個人データが要配慮個人情報
（法第２条第３項に規定する要配慮個人情報をいう。以下同じ。）又
は法第20条第１項の規定に違反して取得されたもの若しくは他の個人情
報取扱事業者（法第16条第２項に規定する個人情報取扱事業者をい
う。以下同じ。）から法第27条第２項の規定により提供されたものである
場合は、この限りでない。
一 当企業年金の名称及び住所並びに代表者の氏名
二 ～ 三（略）
四 第三者に提供する個人データの取得の方法
五 ～ 七（略）
八 前各号に掲げるもののほか、個人情報保護委員会規則で定める事項
５ 当企業年金は、前項第１号に掲げる事項に変更があったとき又は同項の
規定による個人データの提供をやめたときは遅滞なく、同項第３号から第５
号まで、第７号又は第８号に掲げる事項を変更しようとするときはあらかじ
め、その旨について、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、本人
に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、個人情報保護
委員会に届け出なければならない。

６（略）

（第三者提供）
第22条 当企業年金は、第三者が次に掲げる事項を遵守することを了承した
場合に限り、個人データ（個人番号を除く。以下この章において同じ。）を
当該第三者に提供することができる。
一 ～ 四（略）
（新設）

２ ～ ３（略）
４ （略）

（新設）
一 ～ 二（略）
（新設）
三 ～ 五（略）
（新設）
（新設）

５（略）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

変更後 変更前

（委託等に基づく提供）
第25条 次に掲げる場合において、前３条の規定の適用については、当企業
年金から個人データの提供を受ける者は、第三者に該当しないものとする。
一 当企業年金が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの
取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供さ
れる場合

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場
合

三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提
供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項
目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的並びに当該個
人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称及び住所並びに
法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、本人に通知し、
又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき

２ 当企業年金は、前項第３号に規定する個人データの管理について責任
を有する者の氏名、名称若しくは住所又は法人にあっては、その代表者の
氏名に変更があったときは遅滞なく、同号に規定する利用する者の利用目
的又は当該責任を有する者を変更しようとするときはあらかじめ、その旨につ
いて、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければなら
ない。

（委託等に基づく提供）
第25条 次に掲げる場合において、当企業年金から個人データの提供を受け
る者は、前３条の規定の適用については、第三者に該当しないものとする。
一 当企業年金が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの
取扱いの全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供さ
れる場合

二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場
合

三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提
供される場合であって、その旨並びに共同して利用される個人データの項
目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人
データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじ
め、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき

（新設）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

変更後 変更前

（開示）
第27条 当企業年金は、本人から当企業年金が保有する当該本人が識別
される保有個人データ又は第三者提供記録（法第29条第１項及び法
第30条第３項の記録（その存否が明らかになることにより公益その他の利
益が害されるものとして個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年
政令第507号）で定めるものを除く。）をいう。）について、電磁的記録の
提供による方法その他の個人情報保護委員会規則で定める方法による開
示の請求があったときは、当該本人が請求した方法（当該方法による開示
に多額の費用を要する場合その他の当該方法による開示が困難である場
合にあっては、書面の交付による方法）により、遅滞なく、当該保有個人
データ又は当該第三者提供記録を開示しなければならない。ただし、開示
することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を
開示しないことができる。
一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれ
がある場合

二 当企業年金の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場
合

三 法令に違反することとなる場合

（開示）
第27条 当企業年金は、本人から当企業年金が保有する当該本人を識別
する個人データについて開示の請求があったときは、遅滞なく、当該個人
データを開示しなければならない。ただし、次に掲げる場合は、その全部又は
一部を開示しないことができる。

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれ
がある場合

二 当企業年金の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場
合

三 法令に違反することとなる場合

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01


12

詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

変更後 変更前

（利用停止等）
第29条 当企業年金は、本人から当該本人が識別される保有個人データが
違法に取り扱われている又は違法に取得されたものであるとして、当該保有
個人データの利用の停止又は消去（以下「利用停止等」という。）の請求
があった場合で、その請求に理由があることが判明したときは、違反を是正す
るために必要な範囲で、遅滞なく、当該保有個人データの利用停止等を行
わなければならない。

２ 当企業年金は、本人から当該本人が識別される保有個人データが違法
に第三者に提供されているとして、当該第三者への提供の停止の請求が
あった場合、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当該保
有個人データの第三者への提供を停止しなければならない。

３ 前２項の規定にかかわらず、当企業年金は、当該保有個人データの利
用停止等又は第三者への提供の停止について、多額の費用を要すること
などにより当該措置をとることが困難な場合は、本人の権利利益を保護す
るために必要なそれに代わるべき措置をとることができる。

４ 当企業年金は、本人から、当該本人が識別される保有個人データを当
企業年金が利用する必要がなくなった場合又は当該保有個人データに係
る第13条第2項に規定する事態が生じた場合その他当該保有個人データ
の取扱いにより当該本人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場
合であるとして、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提供
の停止の請求を受けた場合であって、その請求に理由があることが判明した
ときは、法第35条第６項の規定に基づき速やかに対処する。

（利用停止等）
第29条 当企業年金は、本人から当企業年金が保有する当該本人を識別
する個人データが違法に取り扱われている又は違法に取得されたものである
として、当該個人データの利用の停止又は消去（以下「利用停止等」とい
う。）の請求があった場合で、その請求に理由があることが判明したときは、
違反を是正するために必要な範囲で、遅滞なく、当該個人データの利用停
止等を行わなければならない。

２ 当企業年金は、本人から当企業年金が保有する当該本人の個人データ
が違法に第三者に提供されているとして、当該第三者への提供の停止の請
求があった場合、その請求に理由があることが判明したときは、遅滞なく、当
該個人データの第三者への提供を停止しなければならない。

３ 前２項の規定にかかわらず、当企業年金は、当該個人データの利用停
止等又は第三者への提供の停止について、多額の費用を要することなどに
より当該措置をとることが困難な場合は、本人の権利利益を保護するため
に必要なそれに代わるべき措置をとることができる。

（新設）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「個人情報保護管理規程」の主な変更例

企業年金連合会ＨＰ（個人情報保護管理規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（個人情報保護管理規程）

変更後 変更前

（仮名加工情報、匿名加工情報及び個人関連情報の取扱い）
第35条 当企業年金は、加入者等の個人情報を加工して得られる仮名加
工情報（法第16条第５項に規定する仮名加工情報データベース等を構
成するものに限る。）及び匿名加工情報（同条第６項に規定する匿名
加工情報データベース等を構成するものに限る。）を作成しないものとする。

２ 当企業年金は、個人関連情報（法第16条第７項 に規定する個人関
連情報データベース等を構成するものに限る。）を第三者に提供しないもの
とする。

（匿名加工情報の取扱い）
第35条 当企業年金は、加入者等の個人情報を加工して得られる匿名加
工情報（法第２条第９項に規定する匿名加工情報をいう。）を作成し
ないものとする。

（新設）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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詳細 法令改正に伴う「特定個人情報取扱規程」の変更例

企業年金連合会ＨＰ（特定個人情報取扱規程（雛形））抜粋
https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01

（特定個人情報取扱規程）

変更後 変更前

（事務取扱担当者）
第８条 （略）
２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等を取り扱う業務に従事する際、番
号法及び個人情報保護法並びに関連法令、個人情報保護委員会が策
定するガイドライン等（以下「法令等」という。）、本規程等並びに事務取
扱責任者の指示に従い、特定個人情報等の保護に十分な注意を払うも
のとする。

（個人情報保護委員会への報告等）
第15条の２ 特定個人情報管理責任者は、漏えい等その他の特定個人情
報の安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大
きいものとして行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律第29条の４第１項及び第２項に基づく特定個人情報の
漏えい等に関する報告等に関する規則（平成27年特定個人情報保護
委員会規則第５号。以下「個人情報保護委員会規則」という。）で定め
るものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当
該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。

２ 前項に規定する場合には、特定個人情報管理責任者は、本人に対し、
個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通
知しなければならない。ただし、本人への通知が困難な場合であって、本人
の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この
限りでない。

（事務取扱担当者）
第８条（略）
２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等を取り扱う業務に従事する際、番
号法及び個人情報保護法並びに関連法令、特定個人情報保護委員会
が策定するガイドライン等（以下「法令等」という。）、本規程等並びに事
務取扱責任者の指示に従い、特定個人情報等の保護に十分な注意を払
うものとする。

（新設）

https://www.pfa.or.jp/activity/mynumber/index.html#01
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法令改正の概要 （主要条文を一部整理加工）ご参考

（注）年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等に関する省令

（令和３年厚生労働省令第１５９号）

https://kanpou.npb.go.jp/old/20210927/20210927g00218/20210927g002180038f.html

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（目次）

（赤字が改正部分）

令和２年改正および令和３年改正

改正後 改正前

目次 目次
第一章 ～ 第三章（略） 第一章 ～ 第三章（略）
第四章 個人情報取扱事業者等の義務等 第四章 個人情報取扱事業者の義務等
第一節 総則（第16条）
第二節 個人情報取扱事業者及び個人関連情報取扱事業者の義務

（第17条～第40条）
第一節 個人情報取扱事業者の義務（第15条～第35条）

第三節 仮名加工情報取扱事業者等の義務（第41条・第42条）
第四節・第五節（略） 第二節・第四節（略）
第六節 雑則（第57条～第59条）
第五章 行政機関等の義務等
第一節 総則（第60条）
第二節 行政機関等における個人情報等の取扱い(第61条～第73条)
第三節 個人情報ファイル（第74条・第75条）
第四節 開示、訂正及び利用停止
第一款 開示（第76条～第89条）
第二款 訂正（第90条～第97条）
第三款 利用停止（第98条～第103条）
第四款 審査請求（第104条―第106条）
第五節 行政機関等匿名加工情報の提供等(第107条～第121条)
第六節 雑則（第122条～第126条）

第六章 個人情報保護委員会 第五章 個人情報保護委員会（第59条～第74条）

第一節 設置等（第127条～第142条）

第二節 監督及び監視 第三節 監督（第40条～第46条）

第一款 個人情報取扱事業者等の監督（第143条～第149条）

第二款 認定個人情報保護団体の監督（第150条～第152条）

第三款 行政機関等の監視（第153条～第157条）

第三節 送達（第158条～第161条）

第四節 雑則（第162条～第165条）

第七章 ～ 第八章（略） 第六章 ～ 第七章（略）

https://kanpou.npb.go.jp/old/20210927/20210927g00218/20210927g002180038f.html
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第２条）

（赤字が改正部
分）

第一章 総則 （定義）

改正後 改正前

（定義）
第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関
する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。
一・二（略）
２～３（中略）

４（略）
５ この法律において「仮名加工情報」とは、次の各号に掲げる
個人情報の区分に応じて当該各号に定める措置を講じて他
の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができない
ように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。
一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含
まれる記述等の一部を削除すること（当該一部の記述等を
復元することのできる規則性を有しない方法により他の記述
等に置き換えることを含む。）。

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含
まれる個人識別符号の全部を削除すること（当該個人識
別符号を復元することのできる規則性を有しない方法により
他の記述等に置き換えることを含む。）。

６（略）

７ この法律において「個人関連情報」とは、生存する個人に関
する情報であって、個人情報、仮名加工情報及び匿名加
工情報のいずれにも該当しないものをいう。

８～１１（略）

（定義）
第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関
する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。
一・二（略）
２～３（略）
（４～７は改正後の第16条第１項～第４項に移転）
８（略）
（新設）

９（略）
（１０は改正後の第16条第６項に移転）
（新設）

（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第１６条）

（赤字が改正部
分）

第四章 個人情報取扱事業者等の義務等 第一節 総則（定義）

改正後 改正前

（改正前の第２条第４項～第７項および第１０項の定義は、
それぞれ第１６条第１項～第４項、第６項に移転し、第５項、
第７項及び第８項が新設）

（定義）
第十六条 この章及び第八章において「個人情報データベース
等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げる
もの（利用方法からみて個人の権利利益を害するおそれが少
ないものとして政令で定めるものを除く。）をいう。
一～二（略）
２ この章及び第六章から第八章までにおいて「個人情報取扱
事業者」とは、個人情報データベース等を事業の用に供してい
る者をいう。ただし、次に掲げる者を除く。
一～四（略）
３ この章において「個人データ」とは、個人情報データベース等を
構成する個人情報をいう。

４ この章において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事業
者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消
去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有す
る個人データであって、その存否が明らかになることにより公益そ
の他の利益が害されるものとして政令で定めるもの以外のもの
をいう。

第二条（定義）
４ この法律において「個人情報データベース等」とは、個人情報
を含む情報の集合物であって、次に掲げるもの（利用方法か
らみて個人の権利利益を害するおそれが少ないものとして政令
で定めるものを除く。）をいう。
一～二（略）
５ この法律において「個人情報取扱事業者」とは、個人情報
データベース等を事業の用に供している者をいう。ただし、次に
掲げる者を除く。
一～四（略）
６ この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース
等を構成する個人情報をいう。

７ この法律において「保有個人データ」とは、個人情報取扱事
業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、
消去及び第三者への提供の停止を行うことのできる権限を有
する個人データであって、その存否が明らかになることにより公
益その他の利益が害されるものとして政令で定めるもの又は一
年以内の政令で定める期間以内に消去することとなるもの以
外のものをいう。
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第１６条）

（赤字が改正部
分）

第四章 個人情報取扱事業者等の義務等 第一節 総則（定義）

改正後 改正前

（第１６条）つづき
５ この章、第六章及び第七章において「仮名加工情報取扱事
業者」とは、仮名加工情報を含む情報の集合物であって、特
定の仮名加工情報を電子計算機を用いて検索することができ
るように体系的に構成したものその他特定の仮名加工情報を
容易に検索することができるように体系的に構成したものとして
政令で定めるもの（第四十一条第一項において「仮名加工
情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をい
う。ただし、第二項各号に掲げる者を除く。

６ この章、第六章及び第七章において「匿名加工情報取扱事
業者」とは、匿名加工情報を含む情報の集合物であって、特
定の匿名加工情報を電子計算機を用いて検索することができ
るように体系的に構成したものその他特定の匿名加工情報を
容易に検索することができるように体系的に構成したものとして
政令で定めるもの（第四十三条第一項において「匿名加工
情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をい
う。ただし、第二項各号に掲げる者を除く。

７ この章、第六章及び第七章において「個人関連情報取扱事
業者」とは、個人関連情報を含む情報の集合物であって、特
定の個人関連情報を電子計算機を用いて検索することができ
るように体系的に構成したものその他特定の個人関連情報を
容易に検索することができるように体系的に構成したものとして
政令で定めるもの（第三十一条第一項において「個人関連
情報データベース等」という。）を事業の用に供している者をい
う。ただし、第二項各号に掲げる者を除く。

８（略）

（第２条）つづき
（新設）

１０ この法律において「匿名加工情報取扱事業者」とは、匿
名加工情報を含む情報の集合物であって、特定の匿名加工
情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系
的に構成したものその他特定の匿名加工情報を容易に検索
することができるように体系的に構成したものとして政令で定め
るもの（第三十六条第一項において「匿名加工情報データ
ベース等」という。）を事業の用に供している者をいう。ただし、
第五項各号に掲げる者を除く。

（新設）

（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第１９条）
（第２０条）
（第２６条）

（赤字が改正部
分）

第二節 個人情報取扱事業者及び個人関連情報取扱事業者の義務

改正後 改正前

（不適正な利用の禁止）
第十九条 個人情報取扱事業者は、違法又は不当な行為を
助長し、又は誘発するおそれがある方法により個人情報を利
用してはならない。

（適正な取得）
第二十条（略）

（漏えい等の報告等）
第二十六条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データ
の漏えい、滅失、毀損その他の個人データの安全の確保に係
る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいものと
して個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、
個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が
生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。
ただし、当該個人情報取扱事業者が、他の個人情報取扱事
業者又は行政機関等から当該個人データの取扱いの全部又
は一部の委託を受けた場合であって、個人情報保護委員会
規則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を当該他の個
人情報取扱事業者又は行政機関等に通知したときは、この
限りでない。

２ 前項に規定する場合には、個人情報取扱事業者（同項た
だし書の規定による通知をした者を除く。）は、本人に対し、
個人情報保護委員会規則で定めるところにより、当該事態が
生じた旨を通知しなければならない。ただし、本人への通知が
困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要な
これに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

（新設）

（適正な取得）
第十七条（略）

（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第２７条）

（赤字が改正部
分）

第三者提供の制限

改正後 改正前

第二十七条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除く
ほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者
に提供してはならない。（中略）

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データに
ついて、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データ
の第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に
掲げる事項について、個人情報保護委員会規則で定めるとこ
ろにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得
る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出たときは、
前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供する
ことができる。ただし、第三者に提供される個人データが要配慮
個人情報又は第二十条第一項の規定に違反して取得された
もの若しくは他の個人情報取扱事業者からこの項本文の規定
により提供されたもの（その全部又は一部を複製し、又は加工
したものを含む。）である場合は、この限りでない。
一 第三者への提供を行う個人情報取扱事業者の氏名又は
名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者（法人で
ない団体で代表者又は管理人の定めのあるものにあっては、
その代表者又は管理人。以下この条、第三十条第一項第
一号及び第三十二条第一項第一号において同じ。）の氏
名

二 ～ 三（略）
四 第三者に提供される個人データの取得の方法
五 ～ 七（略）
八 その他個人の権利利益を保護するために必要なものとして
個人情報保護委員会規則で定める事項

第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除く
ほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者
に提供してはならない。（中略）

２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データに
ついて、本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データ
の第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に
掲げる事項について、個人情報保護委員会規則で定めるとこ
ろにより、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得
る状態に置くとともに、個人情報保護委員会に届け出たときは、
前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供する
ことができる。

（新設）

一 ～ 二（略）
（新設）
三 ～ 五（略）
（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第２７条）

（赤字が改正部
分）

第三者提供の制限

改正後 改正前

（第２７条）つづき
３ 個人情報取扱事業者は、前項第一号に掲げる事項に変更
があったとき又は同項の規定による個人データの提供をやめた
ときは遅滞なく、同項第三号から第五号まで、第七号又は第
八号に掲げる事項を変更しようとするときはあらかじめ、その旨
について、個人情報保護委員会規則で定めるところにより、本
人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、
個人情報保護委員会に届け出なければならない。

４（略）
５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者
は、前各項の規定の適用については、第三者に該当しないも
のとする。
一～二（略）
三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特
定の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利
用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利
用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について
責任を有する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ
ては、その代表者の氏名について、あらかじめ、本人に通知し、
又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。

（第２３条）つづき
３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号、第三号又は第五
号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内容について、
個人情報保護委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、
本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置くとともに、
個人情報保護委員会に届け出なければならない。

４（略）
５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者
は、前各項の規定の適用については、第三者に該当しないも
のとする。
一～二（略）
三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特
定の者に提供される場合であって、その旨並びに共同して利
用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利
用する者の利用目的及び当該個人データの管理について責
任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通
知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第２７条）
（第２８条）

（赤字が改正部
分）

第三者提供の制限（第２７条）、外国にある第三者への提供の制限（第２８条）

改正後 改正前

（第２７条）つづき
６ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する個人デー
タの管理について責任を有する者の氏名、名称若しくは住所
又は法人にあっては、その代表者の氏名に変更があったときは
遅滞なく、同号に規定する利用する者の利用目的又は当該
責任を有する者を変更しようとするときはあらかじめ、その旨に
ついて、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置
かなければならない。

（外国にある第三者への提供の制限）
第二十八条 （略）
２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定により本人の同意を
得ようとする場合には、個人情報保護委員会規則で定めると
ころにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の保護に
関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護のための
措置その他当該本人に参考となるべき情報を当該本人に提
供しなければならない。

３ 個人情報取扱事業者は、個人データを外国にある第三者
（第一項に規定する体制を整備している者に限る。）に提供
した場合には、個人情報保護委員会規則で定めるところによ
り、当該第三者による相当措置の継続的な実施を確保する
ために必要な措置を講ずるとともに、本人の求めに応じて当該
必要な措置に関する情報を当該本人に提供しなければならな
い。

（第２３条）つづき
６ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する
者の利用目的又は個人データの管理について責任を有する
者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容につ
いて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る
状態に置かなければならない。

（外国にある第三者への提供の制限）
第二十四条 （略）
（新設）

（新設）



23

法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第３１条）

（赤字が改正部
分）

個人関連情報の第三者提供の制限等

改正後 改正前

第三十一条 個人関連情報取扱事業者は、第三者が個人関
連情報（個人関連情報データベース等を構成するものに限る。
以下この章及び第六章において同じ。）を個人データとして取
得することが想定されるときは、第二十七条第一項各号に掲
げる場合を除くほか、次に掲げる事項について、あらかじめ個人
情報保護委員会規則で定めるところにより確認することをしな
いで、当該個人関連情報を当該第三者に提供してはならな
い。
一 当該第三者が個人関連情報取扱事業者から個人関連
情報の提供を受けて本人が識別される個人データとして取得
することを認める旨の当該本人の同意が得られていること。
二 外国にある第三者への提供にあっては、前号の本人の同
意を得ようとする場合において、個人情報保護委員会規則で
定めるところにより、あらかじめ、当該外国における個人情報の
保護に関する制度、当該第三者が講ずる個人情報の保護の
ための措置その他当該本人に参考となるべき情報が当該本
人に提供されていること。

２ 第二十八条第三項の規定は、前項の規定により個人関連
情報取扱事業者が個人関連情報を提供する場合について
準用する。この場合において、同条第三項中「講ずるとともに、
本人の求めに応じて当該必要な措置に関する情報を当該本
人に提供し」とあるのは、「講じ」と読み替えるものとする。

３ 前条第二項から第四項までの規定は、第一項の規定により
個人関連情報取扱事業者が確認する場合について準用する。
この場合において、同条第三項中「の提供を受けた」とあるの
は、「を提供した」と読み替えるものとする。

（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第３２条）
（第３３条）

（赤字が改正部
分）

保有個人データに関する事項の公表等（第３２条）、開示（第３３条）

改正後 改正前

（保有個人データに関する事項の公表等）
第三十二条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、
次に掲げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求め
に応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければなら
ない。
一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称及び住所並
びに法人にあっては、その代表者の氏名
二～四（略）
２～３（略）

（開示）
第三十三条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人
が識別される保有個人データの電磁的記録の提供による方
法その他の個人情報保護委員会規則で定める方法による開
示を請求することができる。

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたと
きは、本人に対し、同項の規定により当該本人が請求した方
法（当該方法による開示に多額の費用を要する場合その他
の当該方法による開示が困難である場合にあっては、書面の
交付による方法）により、遅滞なく、当該保有個人データを開
示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号の
いずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しない
ことができる。
一～三（略）

（保有個人データに関する事項の公表等）
第二十七条 個人情報取扱事業者は、保有個人データに関し、
次に掲げる事項について、本人の知り得る状態（本人の求め
に応じて遅滞なく回答する場合を含む。）に置かなければなら
ない。
一 当該個人情報取扱事業者の氏名又は名称

二～四（略）
２～３（略）

（開示）
第二十八条 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人
が識別される保有個人データの開示を請求することができる。

２ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたと
きは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該
保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示する
ことにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又
は一部を開示しないことができる。

一～三（略）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第３３条）

（赤字が改正部
分）

開示

改正後 改正前

（第３３条）つづき
３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る
保有個人データの全部若しくは一部について開示しない旨の
決定をしたとき、当該保有個人データが存在しないとき、又は
同項の規定により本人が請求した方法による開示が困難であ
るときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければなら
ない。

４（略）
５ 第一項から第三項までの規定は、当該本人が識別される個
人データに係る第二十九条第一項及び第三十条第三項の
記録（その存否が明らかになることにより公益その他の利益が
害されるものとして政令で定めるものを除く。第三十七条第二
項において「第三者提供記録」という。）について準用する。

（第２８条）つづき
３ 個人情報取扱事業者は、第一項の規定による請求に係る
保有個人データの全部又は一部について開示しない旨の決
定をしたとき又は当該保有個人データが存在しないときは、本
人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。

４（略）
（新設）
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法令改正の概要 （条文を一部整理加工）ご参考

該当法令 改正内容

個人情報保護法
（第３５条）

（赤字が改正部
分）

利用停止等

改正後 改正前

第三十五条 （略）
２～４（略）
５ 本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別さ
れる保有個人データを当該個人情報取扱事業者が利用する
必要がなくなった場合、当該本人が識別される保有個人デー
タに係る第二十六条第一項本文に規定する事態が生じた場
合その他当該本人が識別される保有個人データの取扱いによ
り当該本人の権利又は正当な利益が害されるおそれがある場
合には、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への
提供の停止を請求することができる。

６ 個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた
場合であって、その請求に理由があることが判明したときは、本
人の権利利益の侵害を防止するために必要な限度で、遅滞
なく、当該保有個人データの利用停止等又は第三者への提
供の停止を行わなければならない。ただし、当該保有個人デー
タの利用停止等又は第三者への提供の停止に多額の費用を
要する場合その他の利用停止等又は第三者への提供の停止
を行うことが困難な場合であって、本人の権利利益を保護する
ため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。

７（略）

第三十条 （略）
２～４（略）
（新設）

（新設）

５（略）



・本資料は、明治安田生命保険相互会社団体年金サービス部団体年金設計グループが情報提供資料として作成したものです。本資料は、情
報提供のみを目的として作成したものであり、保険の販売その他の取引の勧誘を目的としたものではありません。
・当社では、本資料の掲載内容について細心の注意を払っていますが、これによりその情報に関する信頼性、正確性、完全性などについて
保証するものではありません。
・本資料の著作権は明治安田生命保険相互会社に属し、その目的を問わず無断で複製、転載および譲渡することはご遠慮ください。
・本資料は作成日時点の情報をもとに作成しており、法令変更、金融情勢の変化等により、本資料に記載された内容は予告なしに変更され
ることがあります。

明治安田生命保険相互会社 団体年金サービス部 団体年金設計グループ
TEL：03‐3590‐4837


